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経営改善委員会による再発防止策策定のお知らせ（最終報告）

平成 27 年２月７日付「経営改善委員会の設置に関するお知らせ」及び平成 27 年２月 16 日付「経

営改善委員会による再発防止策策定のお知らせ(経過報告)」にてお知らせいたしましたとおり、

当社では、平成 27 年１月 30 日に第三者委員会から受領した調査報告書（以下、「本報告書」とい

う。）において指摘された不適切な会計処理等について、経営改善委員会を設置し、本報告書の指

摘事項に係る原因及び責任の所在の分析並びに再発防止に向けた諸施策の検討・立案等を行うと

ともに、あるべき経営体制及び管理体制の構築に向けた検討等を進めてまいりました。 

本日、経営改善委員会より、当社に対して本報告書の指摘事項に係る原因及び責任の所在の分

析結果が提出され、並びにその分析結果を踏まえた再発防止策が提言されましたのでご報告させ

ていただきます（後記１から３まで）。当社は、経営改善委員会より提言された再発防止策を全て

実施することを本日開催の取締役会で決議しております。 

当社は、不適切な会計処理等により、株主、投資家の皆様の資本市場に対する信頼を大きく傷

つけてしまいましたことを、改めて深くお詫び申し上げます。 

今後は全社一丸となりまして再発防止に努めるとともに、信頼回復のための取組みを真摯に実

行してまいりますので、何卒ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

記 

１．本報告書の指摘事項に係る原因及び責任の所在の分析結果 

（１）本報告書の指摘事項に係る原因 

経営改善委員会は、第三者委員会の本報告書の指摘[不適切な会計処理等に係る問題点として、

概ね①前代表取締役社長岡村幸彦氏（以下、「岡村氏」という。）のコンプライアンス意識の欠

如、②取締役・監査役の不十分な監視、③グループ管理における公私混同の３点が指摘されて

いる。なお詳細は、本報告書及び平成 27 年２月 16 日付「経営改善委員会による再発防止策策

定のお知らせ(経過報告)」参照。]を踏まえつつ、更に調査及び検討を行い、不適切な会計処理

等が発生したアイセイ薬局（以下、「当社」という。）の経営体制及び管理体制上の原因は以下

の点にあるとの結論に至った。 

① 岡村氏に対する取締役・監査役の監視・監査機能の不備

岡村氏は、当社を昭和 59 年に創業以来、約 30 年に渡り、創業者及び大株主として経営権
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を掌握し、事業を拡大させてきた。その強力なリーダーシップによる経営が当社の成長の大

きな要因であったことは否定できないが、反面、創業者であり大株主でもある同氏の決定や

判断に対し、他の取締役及び監査役、従業員らが疑義を呈することが難しい状況が作り出さ

れてきた。そのため、当社は、上場準備期間中、更には上場後に至るも、「岡村商店」と評さ

れる個人商店的な体質から脱却できず、社内において十分な牽制機能が働く体制を確立する

ことができなかった。 

そのような状況の中、不適切取引については、岡村氏が主導する、いわゆる「社長案件」

であったことへの遠慮から岡村氏以外の者による案件の吟味が十分でなく、取締役・監査役

による岡村氏に対する監視・監査機能が十分に働いていなかったと言わざるを得ない。具体

的には、開発案件では、そもそも開発について実現可能性があるのか（すなわち、病院・薬

局の用地確保が真に可能なのか、病院等が真に建設されるのか等）という点についての調査

が出店検討の大前提をなし、また、取引相手に対する与信の要素があることから取引相手の

属性や信用力の調査も重要となるにもかかわらず、不適切取引については、実現可能性につ

いても取引相手の属性や信用力についても、そもそも十分な調査が行われていたとはいえず、

かかる点について、取締役及び監査役により疑義が呈される等、十分な牽制が行われること

もなかった。 

更に、当社には、不適切取引が始まる以前より、社外取締役及び社外監査役が存在してい

たが、本来社外役員に期待される監視・監査機能が十分に働いていなかった。 

加えて、当社では、従来、「社長案件」に限らず投資案件等一般について、問題点の検出、

検出された問題点に関する討議が少ない傾向があり、特定の役員から問題点の指摘があった

場合でも、これが十分に吟味・検討されない等、取締役会における牽制機能が不活性な状況

にあったことが認められた。 

そのほか、取締役会の下位の会議体である本部長会議については、「代表取締役の諮問機関」

等の役割を担っており、岡村氏の判断に対する補正・牽制の機能を果たすことが期待された

体制がとられてはいたものの、その責任や権限が明確でないこともあり、実際には有効に機

能していなかった。 

以上のとおり、総じて、岡村氏に対する取締役・監査役等の監視・監査機能は不十分であ

ると言わざるを得ない状況にあったものと考える。 

② 開発案件に関する検討プロセスの不遵守

当社では、新規薬局の開発にあたっては、各本部又は各支店が開局計画を立案することと

されており、開局計画の策定過程で、開発案件の実現可能性、相手方の取引相手の属性や信

用力等の調査が行われることとされている（この点は、時期により濃淡はあれ、内部規程上

も明記されている）。 

したがって、不適切取引についても、本来あるべき検討プロセスに沿って開発案件の実現

可能性、相手方の取引相手の属性や信用力等の調査及びこれらに基づく検討が行われていれ

ばその問題点が明らかとなり実行されなかった可能性があるが、現実には、不適切取引につ

いては、「社長案件」であり、特定の本部又は支店が主導するものではなかったことから、こ

うした点につき十分な調査や分析が行われておらず、これをチェックする仕組みもなかった

ことから、不適切取引の実行を防ぐことができなかった。 

以上のとおり、当社の開発案件に関する決定プロセスは、その遵守を担保する仕組みを欠

いている点で極めて不十分であったと考える。 
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③ 内部監査機能の不備 

当社には内部監査室が設置されており、年間の監査計画に基づき定期的に内部監査を実施

している。内部監査規程においては、業務監査は「業務活動が会社の方針、計画、制度、諸

規程に従って正しく行われているかの監査」であるとされている。 

しかしながら、当社の業務監査は、平時の薬局運営に対する監査に主眼を置くものであり、

開発案件や投資案件については監査手法を確立しておらず、内部監査が質、量ともに不十分

な範囲に留まっていた。特に、不適切取引については、本来行うべき開発案件の実現可能性、

取引相手の属性や信用力等の調査が行われていなかった点につき、内部監査が十分に行われ

ず、不備として認識されるに至らなかった。 

以上のとおり、当社の内部監査機能には不適切取引に対して不備があったと考える。 

 

④ 役職員のコンプライアンス意識の不足 

不適切取引が行われたのは、第一次的には、岡村氏のコンプライアンス意識の欠如が原因

であるが、その他の取締役及び監査役についても、平成 24 年９月の税務調査、それを受けて

の社内調査の結果、不適切取引の事実が取締役会で報告されていたにも関わらず、それ以上

の原因解明及び責任追及等を実施しなかったことに現れているとおり、上場企業の役員とし

てのコンプライアンス意識が不足していたと考える。 

従業員についても、岡村氏からの指示とはいえ、不適切な取引の可能性が窺がえる取引に

従事していた者があり、コンプライアンス意識が不足していたと考える。 

 

⑤ 岡村グループとの過度に密接な関係 

当社は、岡村氏が創業以来、約 30 年に渡り、創業者及び大株主として「岡村商店」的に事

業を拡大させてきた。岡村氏が自らの事業を拡大していく中で、当社はその中核であったも

のの、岡村氏にとっては、その他の岡村氏の支配力又は影響力が及ぶ法人及び会社（「岡村グ

ループ」という。）の一部であり、全体の中で資金の必要性に応じて、岡村グループ内の資金

の融通、金融機関及び個人等から資金の調達を行っていた。また、岡村グループへ当社の社

員が役務の提供も行っていた。このように当社が岡村グループの一部となっていた状況自体

が、本件の不適切な会計処理が行われた主たる原因の一つと考える。 

なお、当社では、関連当事者の把握を、岡村グループ各社役員に関連当事者をリスト化し

てチェックさせる方法により行っていたところ、当該役員において上場会社の関係会社にお

ける当該チェックの重要性についての理解が十分でなく、慎重な検討がなされていなかった

面があり、こうした点も、副次的に今回の関連当事者取引に関する訂正の要因になったもの

と考える。 

 

（２）本報告書の指摘事項に係る責任の所在 

  経営改善委員会は、第三者委員会の本報告書の指摘を踏まえつつ、更に独自の調査及び検討

を行い、不適切な会計処理等が発生した責任の所在は以下のとおりと判断した。 

 

① 岡村氏 

岡村氏は、当社創業以来、約 30 年に渡り、創業者及び大株主として経営権を掌握し、事業

を拡大させてきた。その強力なリーダーシップによる経営が当社の成長の大きな要因である
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ことは否定できないが、反面、上場前や上場後に至るも、「岡村商店」的な体質を脱すること

ができずに、不適切取引を引き起こす結果となった。 

これらの行為は、上場会社の代表取締役としては言語道断であり、その責任は極めて大き

いものと考える。 

 

② 取締役及び監査役 

取締役会における取締役の役割には、他の取締役の業務執行を監視することが含まれる。

また、監査役の役割は取締役の職務の執行を監査することにある。したがって、これらの者

は、代表取締役が不適切な取引を行い会社に損害を与える可能性がある場合には、それを阻

止すべき立場にある。しかしながら、当社の不適切取引においては、岡村氏が主導する「社

長案件」であったことへの遠慮から、開発の実現可能性について適切な吟味を行ったとは認

め難く、また、請負代金や保証金等の名目で高額な投資資金を先払いで行おうとしているに

も関わらず、取引先の確認や現地調査など本来行われるべきリスク要因に関する十分な吟味

も行われていない。したがって、当社の取締役及び監査役は、不適切取引に直接的に関与し

ていないとはいえ、上場会社の役員としての責任がないとはいえず、各不適切取引当時の役

員が、本来果たすべき役割を十分に果たしていたかには大いに疑問がある。今後はより活発

な議論が行われ、各案件につき十分な吟味が行われるべきである。 

 

③ 不適切取引に従事した従業員 

従業員の中には、取引先との協議や資金調達スキームの作成等の形で、不適切取引に直接

従事した者が存在する。これらの者についても、果たした役割に応じて当然に応分の責任が

認められるものと考える。 

 

２．再発防止策 

経営改善委員会は、以上の原因及び責任の所在の分析を踏まえ、以下の再発防止策を講じる

ことを提言する。 

 

Ⅰ．経営者に対する取締役・監査役等の監視・監査機能の強化  

  上記１．（１）①に記載のとおり、当社は創業者である岡村氏の強いリーダーシップによって

事業を拡大させてきた。しかし、その反面、岡村氏に対する取締役・監査役等による監視・監

督機能が不十分になっていた。 

そのため、当社においては、以下のとおり、特に代表取締役社長に対するガバナンス（内部

統制）の強化を図るべきである。 

 

① 取締役会の構成員の見直し 

・代表取締役社長に対する取締役の監視機能を実効化し、あわせて取締役会における牽制機

能の活性化を図るべく、社外取締役が取締役会の構成員の半数以上を占めるという現状を

維持しつつ、社外取締役のうち２名以上が独立取締役となるよう、次回の定時株主総会に

おいて適切な候補者を含む議案を上程すること。なお、独立取締役には、コンプライアン

スや会計に関する実務に精通し、専門的知見を有する弁護士や公認会計士を新たに選任す

ることとし、その具体的人選については、次回の定時株主総会までのしかるべき時期に選
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定すること。 

・株主に対する取締役の経営責任を、毎年、明確にするために、取締役の任期を２年から１

年に変更するよう、次回の定時株主総会において定款変更議案を上程すること。 

・取締役会決議事項の付議基準については、現在、「開発案件の初期投資１億円以上」や「業

務委託契約５千万円以上」等、当社の財務状況に比して高額な水準に設定されているので、

取締役会における牽制機能の強化を図るべく、付議基準を、全ての新規開発案件及びＭ＆

Ａ案件並びに最終事業年度における連結純資産額の１％相当額以上のその他投資案件に

変更すること（参考：前事業年度末連結純資産額 3,904 百万円）。 

 

② 監査役会の構成員の見直し、他部門との連携の強化 

・代表取締役社長及び取締役に対する監査役の監査機能を実効化するべく、社外監査役が監

査役会の構成員の半数以上を占めるという現状を維持しつつ、社外監査役のうち２名以上

が独立監査役となるよう、次回の定時株主総会において適切な候補者を含む議案を上程す

ること。なお、独立監査役には、コンプライアンスや会計に関する実務に精通し、専門的

知見を有する弁護士や公認会計士を新たに選任することとし、その具体的人選については、

次回の定時株主総会までのしかるべき時期に選定すること。 

・監査役会は、現在、内部監査室とは月１回、会計監査人とは年４回、それぞれ定期ミーテ

ィングを実施しているが、今後は、回数、方式等を更に改善し、課題・懸案事項について

の情報共有を一層充実させること。 

・常勤監査役は、本部長会議、上程前審査会（後述）、コンプライアンス委員会（後述）へ

のオブザーバーとしての出席や、管理、人材、マーケティング、事業の各本部とのミーテ

ィングの実施等を通じ、更に当社事業につき理解を深め、監視機能を強化すること。 

 

③ 既存の会議体の見直し 

・「代表取締役の諮問機関」として代表取締役の判断に対する補正・牽制の機能を果たすこ

とが期待されていた本部長会議の役割に、取締役会非上程案件（代表取締役社長決定事項）

のうち一定の重要なもの（具体的には、新規開発案件及びＭ＆Ａ案件以外の、最終事業年

度末連結純資産額 0.5％以上 1.0％未満の投資案件）について、討議・決議事項とするこ

とを加え、代表取締役社長が本部長会議の決議事項に該当する業務執行を行うに当たって

は、本部長会議の決議があることを必須要件とすること。なお、本部長会議の役割として、

取締役会決議事項を事前に討議し論点を明確化する役割は従来どおり維持すること。 

 

④ 関係内部規程の整備 

・上記①ないし③の見直しを制度的に担保するべく、関係内部規程を改定すること。 

 

Ⅱ．重要な経営判断（一定規模の投資判断を含む。）に関する決定プロセスに係る体制の再構築 

上記１．（１）②に記載のとおり、従来、開発案件については、あるべき決定プロセスが遵守

されているか否かにつきチェックする仕組みを欠いていたことから、案件につき十分な調査、
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検討がされないまま実行に移されることがあった。 

そのため、以下のとおり、開発案件等の重要な経営判断に関する決定プロセスにつき、その

ルールの遵守が担保されるよう体制の再構築を図るべきである。 

 

① 上程前審査会の新設 

・新規開発案件等の重要な経営判断については、案件の決定プロセスを監視し、第三者的立

場から実現可能性、経済合理性や法的観点等、案件実行の当否に必要な調査、検討が適正

に実施されているかを審査するために、投資主管部署ではない管理本部等のメンバーと常

勤監査役とから構成される上程前審査会を設置すること。なお、上程前審査会では必要に

応じて外部の専門家の助言を仰ぐこととし、上程前審査会を経た本部長会議では、案件の

事業性を重点的に議論し、さらに一定金額以上の投資案件については、社外取締役を含む

取締役会で再度審議することで、投資判断の徹底した透明化、合理化を図ること。 

 

② 経営判断に関する権限分配等の見直し 

・不適切な取引を未然に防ぐために、各種経営判断に関し、より慎重な手続がとられるよう、

決裁及び決議に関する権限分配の基準を保守的に引き下げること。具体的には、投資案件

のうち、最終事業年度末連結純資産額 0.5％以上１％未満のものは本部長会議決議（前述）

及び代表取締役社長による決裁を必須とすること。また、全ての新規薬局の開発案件及び

Ｍ＆Ａ案件並びに前事業年度末連結純資産額の１％以上のその他の投資案件は取締役会

決議を必須とすること。 

・以上のいずれの案件についても、事前に上程前審査会へ付議されていることを必須とし、

各会議体での討議に必要な資料については、上程前審査会においてチェックをし、十分で

ないと判断した場合は上程部門へ差し戻すことができるようにすること。 

 

③ 関係内部規程の整備 

  ・上記①及び②の内容を制度的に担保するべく、関係内部規程を改定すること。 

 

 Ⅲ．内部監査機能の強化 

上記１．（１）③に記載のとおり、開発案件や投資案件に対する内部監査が十分ではなかっ

た。そのため、以下のとおり、内部監査機能を強化すべきである。 

 

① 内部監査機能の強化 

・内部監査室は、特に開発案件や投資案件については、重点的な内部監査を行うこと。具体

的には、事前予告を行った上での監査のみでなく抜き打ちでの監査も実施し、業務プロセ

スの適切性をより厳格に監査するとともに、定期的に投資実行後の内部監査も実施するこ

と。 

・内部監査の年間計画と実施状況は、監査役会では報告されている一方、取締役会には未報

告であったことから、今後は上記計画及び実施状況を取締役会でも報告すること。 
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② 監査役及び会計監査人との連携強化 

・内部監査室は、現在、監査役会とは月１回、会計監査人とは年４回、それぞれ定期ミーテ

ィングを実施しているが、今後は、回数、方式等を更に改善し、課題・懸案事項について

の情報共有を一層充実させること。 

・内部監査室は、今後、監査役会が各本部との間で実施するミーティングに参加し、内部監

査機能の一層の強化を図ること。 

 

 Ⅳ．役職員のコンプライアンス意識の醸成 

上記１．（１）④に記載のとおり、役職員のコンプライアンス意識が十分ではなかったこと

から、以下のとおり、全社的なコンプライアンス意識の向上を図る施策を講じるべきである。 

 

① コンプライアンス教育・研修の活性化 

・従前、各部毎にコンプライアンス研修を実施していたが、不適切取引が実際に発生してい

る事実からも、より実効性の高い教育・研修をすることでコンプライアンス意識の醸成を

図る必要がある。そのため、取締役を含む全役職員に対して、四半期毎にコンプライアン

ス研修を実施し、さらにｅ‐ラーニングを導入して研修機会を充実させること。また、人

事評価の評価項目にコンプライアンスに関する項目を設定することで役職員の意識の醸

成を図ること。なお、実施状況については、内部監査室の監査事項とすることで実効性を

担保していくこと。 

・従来、コンプライアンス上の問題点につき対応を審議するコンプライアンス委員会を不定

期に開催していたが、今後は、各部署、支店毎にコンプライアンス委員を選任し、四半期

毎に実施すること。なお、コンプライアンス委員会には常勤監査役もオブザーバーとして

参加し、取締役会で実施内容を報告すること。 

 

② 内部通報制度の浸透 

・当社では、従来より内部通報制度を設けているが、制度の周知が不十分であり十分に活用

されていたとは言い難い。今後は、全役職員に対して、ハンドブック等を作成・配布し、

その後も必要に応じて啓蒙ポスターを社内に掲示するなど、本制度の周知徹底を図ること。 

 

Ⅴ．当社と岡村グループとの資金的・人的関係の隔絶 

上記１．（１）⑤に記載のとおり、当社が岡村グループの一部に位置付けられている関係性

そのものが不適切取引の行われる要因の一つであった。したがって、当社と岡村グループは、

以下のとおり、資金的・人的関係において隔絶されるべきである。 

 

  ・平成 27 年２月 16 日付「経営改善委員会による再発防止策策定のお知らせ（経過報告）」を

受け、当社と岡村グループの間では、既に３法人について、役務の提供などの人的関係や

資金的関係の解消が完了していることが確認できており、残る２法人についても、近日中

に同様の解消が行われる予定であるところ、引き続き、全社を挙げて隔絶状態が維持され

7



                         

 

るよう徹底していくこと。 

  ・関連当事者及び関連当事者取引の判定に関する調査にあたっては、（上記のとおり関係解消

をする岡村グループを除く）グループ各社役員に対して、関連当事者及び関連当事者取引

に関する啓蒙活動を実施し、また、グループ各社から提出される資料のみに依拠すること

なく、必要に応じて当社経理部門がグループ各社役員に対して積極的にヒアリングを行う

など、より慎重な調査を実施すること。 

 

 Ⅵ．役員報酬の見直し 

以上の再発防止策のほか、当社においては、以下のとおり、役員報酬の決定プロセスの透

明化を図るべきである。 

・報酬決定プロセスの透明化を担保すべく、構成員の過半数を社外取締役で構成する報酬委

員会を設置し、取締役の個別報酬額を決定すること。 

 

３．本報告書の指摘事項以外の業務プロセス等についての検証等 

経営改善委員会では、本報告書における指摘事項のみならず、その他の業務プロセスについ

ても、不適切な会計処理に繋がる問題点があるかを検討し、現時点において指摘すべき問題点

がないことを確認した。 

まず、今回の不適切取引は新店舗開発に係る投資案件であったため、平成 19 年４月以降の開

発案件に関しては、第三者委員会の調査を踏まえ、改めて、当社に対し、本報告書における指

摘事項以外に新店舗開発に関し疑義のある取引が存在しないか調査を実施させた。 

この結果、当社からは不適切取引以外に説明のつかない出金や資金還流が疑われる取引は確

認されなかった旨の報告を受けている。 

また、当社業務において最も重要な薬局店舗の業務プロセスについても、業務プロセスの適

切性について再確認を指示し、問題点がない旨の報告を受けている。 

経営改善委員会は、当社に対し、上記再発防止策において変更を指示したもの以外の業務プ

ロセスについても、内部監査室を中心に、監査役会、会計監査人と協議して以上の検証及び見

直しを継続し、本報告書の指摘事項以外の業務プロセス等について改善を図るよう提言してい

る。 

 

４．役員からの申入れ等 

  当社代表取締役藤井江美、取締役堀田浩司及び取締役大迫一生からは、上場企業として、不

適切会計処理に係る責任を厳粛に受け止め深く反省するとともに、今回の事態により社内に混

乱が生じたことを重く受け止め、役員報酬の一部（報酬月額の 20％を３ヶ月）を自主返納する

旨、申し出がありましたのでお知らせいたします。 

なお、岡村氏に関しましては、平成 27 年２月 20 日付「取締役の辞任に関するお知らせ」に

てお知らせいたしましたとおり、経営改善委員会からの報告事項（再発防止に向けて特に検討

を要する事項）の内容を重く受け止め、同日付けで当社取締役を辞任しております。また、そ

の後、当社子会社の役員も平成 27 年２月 28 日付で全て辞任しております。 

以上のほか、当社従業員のうち不適切取引に従事していた者については、今後、社内の賞罰

委員会による審議を経てしかるべき社内処分を行います。 

以上 
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